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地研年報と研究交流集会の充実を

地域問題総合調査研究室長森岡洋

1．三重短期大学地域問題総合調査
研究室の設立とその後の経過
三m短期大学地域間趣縫合調壷研究室（以後、

地研）は1984年4月に開設され、以後津市および

三亜県の地域問題の湖査、研究に桃わってきて約

14年になる。この研究室が設立された経緯として

は、三m短期大学は泳市および三m県という地域

にねざした短期大学であることから、三面短期大

学の教員が地域問題に閲する研究を行い、地域住

民の地域問題の解決に対する要望にこたえる、ま

た、学生の教育に役立てようとするものであった。

地研が開設された1984年当時三Ⅲ県の主な地域問

題の研究所は三面県庁の外郭団体である三亜社会

経済研究センターと百五銀行の百五経済研究所だ

けであった。その後地域に側かれた大学づくりと

いうことが我が国全体で一秘のブームのようにな

り、公開剛座の開鰯や地域研究所の開設があいつ

ぎ、三Ⅲ県でも1987年に松阪大学に地域社会研究

所、1988年に四日市大学に地域経済研究所、1990

年に三亜大学に地域共同研究センターが設立され

た。

三亜短期大学の地研が開設された当初、開設に

穂極的に関係した教風の地域問題への熱恵は凄ま

じく次のような委既研究を三m県内の地方自治体

や団体から受け、その成果を発褒した。

祁市問題協議会「松阪市における地域擾興j”1－

中核工柔団地と商店街近代化を中心として－」

1984年。

津磯械器具工業協同組合「津槻械器具工業協同

組合の活路開拓ビジョン調盃躯業」1984年。

鳥羽市「鳥羽駅前再開発調査柵想」1985～86年。

鳥羽市「答志島開発柳想調盃」1987年。

三重県「県同和姉区牛活実態調麺1985~87年も

桑名市「桑名市同和地区生活実態調査」1986年b

鈴鹿市「鈴鹿市同和地区生活実態調査」1986～
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87年。

四日市市「四日市市同和地区牛沃実態調査」

1986～87年。

名張市「名張市同和地区牛活実態調査」1986～

87年。

松阪市「松阪市同和地区隼活実態調査」1986～

87年。

三重県「三重県における生涯教育の現状と課題」

1986年。

三函県「地域資源を活かしたまちづくり・むら

おこし」1988年。

三重県「地域文化振興に関する事例研究」1989

年。

白山町「活気あふれる生涯学習のまち“白山”

をめざして」1989～90年。

このような三亜県内の地方自治体や団体などの

依頼による委託研究は地域問題に関する亜要な資

料になるとともに、その問題解決のために有効利

用されることになった。また、この地域研究の成

果は三亜短期大学での教育にも還元され、学生の

地域問題への関心を高めることにもなった。

もっとも、このように多くの委託研究を短期間

に行ったことは地研の研究員数からみて、過大な

負担となり、研究員それぞれの独自の専門分野で

の研究、学生の教育に対して時間的制約を課すよ

うになった。また，これら委託研究は研究員自身

の専門とする研究分野と一致するような増合には

それほど大きな問題とはならないが、地研研究員

数との関係で研究員自身の専門とする分野以外の

委託研究もあり、そのような場合研究員の教育・

研究活動に支障をきたすようになった。このため、

地研では一定期間委託研究を削減する方針が立て

られた。

この方針決定後、地研の研究員は自分の専門分

野の研究テーマに向けて逼進することになり、研



究の遅れを取り戻すように努めた。地域問題の研

究を主要なテーマとする教員が多数いる総合大学

ではこのような問題は生じないのであるが、三重

短期大学のような教員数の少ない教育槻関では股

も深刻な問題になる。地方自治体などの直接的要

諦である委託研究のようなものを継統的に行って

いこうとすれば、地研のような研究機関では地域

問題を専門とする専任研究員の硫保がどうしても

必要である。

2．自主研究への転換および地域問
題研究交流集会の開催
地研は開設当初委託研究中心の活動をしたこと

から、委託研究の自粛は地域問題に対する地研の

研究活動の停滞にもなった。この停滞を打開する

ために、地研では1992年度頃よりそれぞれの研究

員が専門分野に近い地域間皿を自主的に研究する、

自主研究を亜要視する方針が立てられた。

さらに1993年度からは地域間理研究交流築会の

開催をすることが決定され、その後実施され今日

に至っている。その目的を当時の疋田室長は

｢（1）各研究員で取り組まれている自主的地域問

題研究についての研究動向、研究成果を交流し合

う。（2）学外の地域問題研究者（大学関係者、

行政、住民、その他）を招くことによって地域問

題研究についての刺激や問題提起を受けとめ、交

流する場とする」と述べている。この地域問題研

究交流築会で取り上げられたテーマには次のよう

ななものがあり、その報告の内容については一部

地研通信で公表されている。

第1回「街づくりを考える」1993年5月22日。

森岡洋「日米地域商業の比較一ポルダー市と津市・

名張市を比較して－」（地研通信鋪34号､1994年1

月）

疋田敬志「宅地開発で変わる津市の地域社会一津

市における郊外副団地の住民アンケート調査結果

中間報告」

茂木陽一「三亜県域における近世地域社会の形成

過程一近世神宮領農村の村落秩序形成を例として」

第2回「水資源・地域開発を考える一長良川河

口堰問題について」1993年7月17日。

宮野雄一（岐阜大学教養部）「水資源・地域開発

の経済的側面」

近藤真（岐阜大学教養部）「水資源・地域開発の

法的側面」

第3回「津市の街づくりを考える」（地研設立

10周年記念シンポジウム）1994年2月19日。（地研

通信第37.38号、1994年3月）

近醸康雄（津市助役）「津市の街づくりを考える」

第4回「地研研究員1993年度研究報告会」1994

年3月31日。

第5回「開発と現境一都市の成長管理と環境管

理」1994年6月18日。

岡本祥浩（松阪女子短期大学）「松阪市における

空洞化の現状」

疋田敬志「津市における空洞化の現状」

第6回「三亜県における外国人労働者問題につ

いて」1994年7月16日。（地研通信第41号、1995年

3月）

陳立行（UNCD研究員）「中国人研修生に関す

る考察一国際労働移動の視点から－」

尾鰯正利「三m県における外国人労働者の現況に

ついて」

第7回「生涯学習迎動と街づくり・土地条例」

1995年1月21日。（地研通信第42.43号、1995年3月）

戸塚行男（掛川市生涯学習部良質地域課長）「掛

川市におけるまちづくり・生涯学習運動」

第8回「地研研究員1994年度研究報告会」1995

年5月27日。

尾崎正利「外国人労働者の就労経路および担当職

種に関する調査」

水谷魂・東福寺一郎「伊賀上野地域の生涯学習推

進状況」（地研通信第44号、1995年9月）

森岡洋「三m県の産案迎関分析」

疋田敬志「タイ環境・開発調査報告」

第9回「防災と街づくり一阪神・淡路大震災を

ふまえて」1996年2月24日。（地研通信第46.47号、

1996年3月）

疋田敬志「阪神・淡路大震災と緊急事態管理」

今井浦（三m県環境安全部消防防災課防災対策室）

｢三亜県と防災」

朝日伸治（津市防災安全課主査）「津市と防災」

第10回「地研研究員1995年度研究報告会」1996

年7月25日。

茂木陽一「三m県域における近世人口資料の研究」

疋田敬志「タイの都市化と環境管理」

尾崎正利「群馬県における外国人屈用対箪」

東福寺一郎「北勢地域の生涯学習推進状況に関す

る調査」（地研通僧第48号、1996年7月1日）

第11回「津市の再生と発展を目指して－津の街

の歴史に学ぶ」1996年11月9日。（地研通信第49号、

1997年1月）

樋田澗砂（三m県史絹襲室）「城下町津の成立」

岡正基（津市教育委員会）「近代都市津の成立」

大井五夫（中日本造園）「津の戦後復興」

第12回「地研研究員1996年度研究報告会」1997

－2－



年2月28日。や

疋田敬志「環境の総合的管理と環境基本計画一三

亜県環境基本計画の箪定について」

東福寺一郎「加齢に伴う記憶機能の変化について

(中間報告)」

茂木陽一「近世三画県域の人口動態研究(2)」

森岡洋「御殿場海岸整備に向けて」

これらの地域問題研究交流集会を通じて、地研

所属の研究員相互の研究成果の発表の侭会が与え

られるとともに、三画短期大学外の地域問題の研

究者や地域問題に取り組んできた経歴を持ってお

られる大学、行政、市民などの関係者をお招きし、

地研の研究員との地域問題に関する討議の機会を

持つことができた。特に学外の研究者や関係者を

招いたことにより、地域問題に関する学外の研究

者などとの傭報交換をする機会、あるいは地研研

究員が地域問題を研究する際の刺激を受ける有益

な機会になった。また、地域問題研究交流築会は

地研研究員だけでなく、三亜短期大学教職員や学

生、さらに一般市民にも開かれた形で実施された

ことから、三亜短期大学の学生および一般市民に

は公開識座とともに本学教員以外の識義を聴調で

きる貴璽な機会になっている。特に、本学の学生

には、津市や三亜県で現在股も関心を持たれてい

る地域問題について研究者や関係者の意見を直接

聞くことができる機会となり、この地域問題研究

交流粟会が本学学生に与えた教育への効果は極め

て大きなものであった。

ただ、地域問題研究交流染会については、あく

までも地研の研究員が相互に研究動向、研究成果

の交流を行う、また地域問題に関する学外の研究

者や関係者を招くことにより地研の研究員が刺激

を受け、研究活動をより効果的にすることが主な

目的である。学外の研究者や関係者を招く地域問

題研究交流集会の開催だけが主な地研の活動にな

り、そのことにあまえ地研研究員の研究活動の低

下とならないように努力する必要がある。

3．地研通信・地研年報の発行
1984年の地研の開設以来、年間3ないし4号の地

研通信が発行され､1997年3月には第50号となって

いる。これまで発行されてきた地研通信を読めば、

地研の研究方針、研究活動、収集してきた資料な

どがわかり、地研通信は地研の外部への愉報発信

手段であった。この中で研究活動については、研

究成果、研究動向、委託研究の概要、地域問題研

究交流集会や講演会の記録などが掲載されている。

この地研通信に掲載されている研究活動は数多く
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あるが、その一部を取り出し紹介すると次のよう

になる。

雨宮照雄「補助金削減と地方財政」（地研通僧

第9号、1986年6月）

地研同和問題プロジェクト「桑名市同和地区生

活実態調査の概要」（地研通信第11急1986年12月）

雨宮照雄「答志島の観光の現状と問題点」（地

研通信第15号、1987年12月）

岩瀬充自「名張市同和地区生活実態調査の概要」

(地研通信第16号、1988年3月）

疋田敬志「三亜県における大都市地域の住宅開

発を考える」（地研通信第35号、1994年1月）

尾崎正利「三亜県における外国人労働者問題の

現状と課題」（地研通信節36号、1994年2月）

水谷明・佐武千恵子・東梱寺一郎「東紀州地域

の生涯学習の現状と課題」（地研通信第39号、

1994年4月）

茂木賜一「藤堂藩傾における『掛り人』と『厄

害』について（地研通信節50号、1997年3月）

地研の研究活動の一時の停滞を再び高めてきた

近年の成果は1995年度からの地研年報の発行であ

る。地研ではこれまで地研通信の発行によって地

研の研究成果を含めた研究活動を公表してきたが、

研究成果の発表にはページ数に制約があり十分で

なく、研究員すべての研究成果を発表することの

できる地研年報の発行が艶まれていた。この要副

にこたえて、茂木前室長は厳しい予算の中で1995

年度から地研年報の発行にこぎつけ、地研の研究

観閲としての体制が整えられるようになってきた。

この地研年報に発表された研究成果には次のよう

なものがある。

創刊号（1996年3月）

＜鐙文＞

森岡洋「三m県の産業連関分析」

水谷勇・東福寺一郎「三亜県下の生涯学習推進

状況について（1）」

疋田敬志「阪神・淡路大震災と緊急事態管理」

茂木陽一・加納佳奈・小林千恵・渡部英子「近

世三亜県域における人口動態研究（1）一紀州藩

勢州松阪甑一志郡松ケ島村の「琳減機」利用の試

み－」

＜調査＞

尾崎正利「外国人労働者の就裁経路及び担当職

種に関する調査一予備調査の結果報告一」

第2号（1997年3月）

＜鎧文＞

森岡洋「御殿場海岸の整伽に向けて」



東禍寺一郎・水谷列「三m県下の生涯学習推進

状況について（2）」

茂木賜一「明治初年における城下町の人口栂造一

近世三重県域における人口動態研究（2）一」

束柵寺一郎「加齢に伴う記憧槻能の変化につい

て（中間報告)」

疋田敬志「環境の総合的管理と環境基本計画一

三重県環境基本計画の箪定について－」

＜調査＞

尾崎正利「群馬県における外国人労勘者耐用の

現状について一ヒアリング調査報告谷一」

これらの研究成果は自主研究への転換を行った

ことによるものであり、1995年度、1996年度と発

行した地研年報を今後とも中断することなく発行

する必要がある。研究槻閲の存立窓義は研究成果

を公表する学術雑鑑の継続的発行にあり、この地

研年報の発行により地研だけにとどまらず三亜短

期大学の今後の発展に寄与することが望まれる。

なお、地研年報の発行にあたり予算面の制約と

いう問題点がある。1997年度の予算は市費による

助手の賃金を除くと、1996年度と比較して2万円

の塘加の合計247万円と触っている。内訳は市費

127万円、教育後援会105万円、同窓会15万円となっ

ており、2万円の地加は市費が125万円から127万

円に贈加したことによるものである。地研ではこ

の予算で地研通信、地研年報の発行費用、研究員

の研究賀、白啓、統叶、専門雑雄の資料の剛入費

用などをまかなっている。これらの資料の単価は

毎年上昇するにもかかわらず、予算がほとんど地

額されないことから、1997年度はこれらの資料の

剛入数を削減せざるをえなくなった。このような

地研予算の硬直化のなかで、地研年報の発行の費

用を後援会の予算から捻出しているのが現状であ

るので、今後の地研の研究活動を維持するために

は、抑制されたままになっている地研予算の大幅

な贈額が望まれる。

4．地域の要請と地研専任研究員の

確保
ところで、津市および三重県という地域につい

ては他の地域と同槌政治、経済、社会、文化、教

育、環境などどのような分野についても解決すべ

き多くの課題がある。箪者の関係している経済の

分野においても、農業、漁業、林業などの第1次

産業は従来三m県の経済を支える重要な産業であっ

たにもかかわらず、今日では衰退産業とも言える

現状にある。工業においてもタオル、伊賀組紐な

どのような地増産業の低迷、企業の海外進出に伴

う三亜県内での工増立地の伸び悩みなどの現象が

生じている。商業については、津市周辺において

もその変化はきわめて顕著であるように、従来か

ら立地している地元の小規模な商店および商店街

の相対的な地位の低下にとどまらず、大型店の中

心市街地や釈周辺からの撤退と、大規模な駐車甥

を保有する大型ショッピングセンターの出店や増

床があいついでいる。

このように、近年津市および三璽県の経済にお

いて梢造変化は激しく、市民にとっても行政当局

にとっても対応のきわめて困錘な問題である。こ

のような地域問題に対して地研が特定の関係者か

らの利害から離れ、地域の人々の利益になるよう

に解決の方法を提言することも亜要である。現在

地研では自主研究中心の運営体制がとられている

が、多様な問題に対する地域の要謂にこたえるた

めには、一層多くの三飯短期大学教員の地研への

参加が劃まれる。もっとも、三亜短期大学の教員

はそれぞれの専門分野で教育・研究活動を行って

おり、地域問題の研究を行うと負担の増加となり、

本来の教育・研究活動に支障をきたしたり、健康

を害することも瓢実である。このため、地研が地

域問題解決のための要謂にこたえるためには、地

研での専任研究員の確保が望まれる。

1997年度地域問題総合調査研究室研究員

（研究期間1997年4月～1998年3月）

共同研究

水谷魂（代表）・東禍寺一郎「松阪地域における生涯学習の現状と課題」

茂木隅一（代表）・藤田修三「三m県域における近世人口動態の研究」

個人研究

雨宮照雄「戦後四日市市財政の推移」

田中欣治「津市を中心とした『第二次大職後における地域開発の軌跡」の研究」

森岡洋「三亜県の産業連関分析」
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尾崎正利「外国人労働者の就労経路及び就労実態に関する調査研究」

水谷卿「学校5日制の学校教育への影響について」

疋田敬志「都市化と環境管理」

「津市における街づくりと環境を考える一中心市街地の空洞化一」

岩瀬充自｢三m県における同和問題の実態的差別･心理的差別の研究」

坪原紳二「四日市の近現代都市形成史」

1997年度地研事務局体制

室 長 ・ 地 研 通 信相当森岡洋

事務局長・図書・会計担当水谷勇

（生活科学科地研運営委員）

地 域 問 題 研 究 交 涜 竺 会担当疋田敬志

地研年報担当茂木陽一

（法経科地研運営委員）

事務局・助手

研究 概要

共同研究
◎水谷・東梱寺

「松阪地域における生涯学習の現状と課題」

＊研究概要＊

アンケート劉査ならびに、2，3ケ所の市町村に

対するヒヤリング調査を通して、松阪地域の生涯

学習の現状と課題を考察する。

◎茂木・唖田

「三亜県域における近世人口動態の研究」

＊研究慨要＊

近世期の人口動態を把握する為の諸種の人口資

料（宗門機、期減桜etc）の所在調査と収集を行

い、それらの資料処理の方法を検討する。さらに、

各藩別に腿村部・都市部の人口動態を分析する。

今年度については、津藩領・紀州藩領・久居藩

頒・幕府伽について研究を行う。

個人研究
◎雨宮照雄

「戦後四日市市財政の推移」

＊研究概要

地方財政制度の変避や地域開発政策の推移との

関係で戦後の四日市市の財政の推移を跡づける。

◎田中欣治

「津市を中心とした『第二次大戦後における地

域開発の軌跡』の研究」

＊研究概要＊
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松本現

三亜県全体を対象とするが、今年度は特に津市

を中心とした中勢地域について、点的に研究する

予定。

◎森岡洋

「三亜県の産業連関分析」

＊研究概要＊

三亜県の産業連関義は5年ごとに作成される。

このため、データが古くなるので、RAS法によ

り産業迎関表の投入係数を推計し、この産業連関

表を使って、公共投資の効果などの分析を行う。

◎尾崎正利

「外国人労働者の就労経路及び就労実態に関す

る調査研究」

＊研究概要＊

前年度に引き続き、調査の取りまとめを行う。

予備的調査以来登録者数が著しく増加したことも

あって、再度予側的醐査を補充する調査を限定的

に実施したい。地域調査として南紀州地域を中心

に調査を続行する。また、滞在長期化に伴う労働

条件等処遇の問題について、本年度は卯業主を対

象とした調査を開始する予定。いずれも訪問・ヒ

アリング調査を原則とする。

◎水谷勇

「学校5日制の学校教育への影哩について」

＊研究概要＊

学校五日制の導入が学校カリキュラムにどのよ

うな変化をもたらしたのか実態調在し、そのある

べき姿を提言していく。



◎疋田敬志

1）「都市化と環境管理」

2）「津市における街づくりと環境を考える一中

心市街地の空洞化一」

＊研究概要＊

(1)昨年は日本の環境管理について地研年報Nq

2に成果を発表することができたが、タイの開発

と環境について、今年こそ成果発表を行いたい。

(2)1996年度には、1．Ⅱ部生と基礎調査を行い、

養正小学校区の街並みマップを作成した。今年度

は、アンケートを実施し、本報告を行いたい。

◎岩瀬充自

「三重県における同和問題の実態的差別・心理

的差別の研究」

＊研究概要＊

複数の市をとりあげて、実体的差別・心理的差

別を調査・研究する。

◎坪原紳二

「四日市の近現代部市形成史」

＊研究概要＊

いわゆる“四日市公害のとは、1960年代から70

年代初頭にかけて四日市市の臨海部を中心に顕在

化した、都市環境上のさまざまな深刻な問題を指

している。この四日市公害の実態については、大

気汚染問題を中心に当時、研究者や行政自身が相

当な調査を行っている。しかし､この四日市公害

に至る歴史的経過に閲しては、今日においてもほ

とんど研究がなされていない。本研究では四日市

の工業化が本格化する1930年代を起点とし、ここ

から60年代に至るまでの都市形成史を、都市形成

にかかわる諸々の行為（都市開発、都市計画規制

など)、その背殿、そして都市環境の実態、とい

う三つの観点から分析していく。

◎東梱寺一郎

「成人期および老年期における認知機能に関す

る調査」

＊研究概要＊

高齢社会の到来に伴い、高齢者の心理発述に対

する関心が益々高まりつつある。生涯学習の必要

性が叫ばれる要因の一つにも高齢化の問題が指摘

されるが、成人および高齢者の記憧、思考、知能

等の認知槻能に閲する研究は未だ十分とは言えな

い状態にある。本研究では、1994年から1995年に

かけて私が行った在外研究の成果に基づき、成人

期および老年期にある人々の翌知機能について、

賀間紙を用いた調壷研究を実施する。画間紙の原

型は、現在ヴィクトリア大学で進行中の縦断的研

究にあるため、本研究の成果をもとに、異文化間

における比較考察も可能である。

津市の商圏の変化について

森岡洋

近年わが国、三亜県だけにとどまらず津市周辺

においても商業を取りまく環境変化にはきわめて

激しいものがある。津市の中心部には古くから三

重県でも代表的な大門商店街、立町商店街、新町

商店街などがあり、これらの商店街は津市内だけ

でなく、津市の周辺の市町村からも買物客を受け

入れ、これら商店街の近くに立地した百貨店やスー

パーなどの大型店とともに津市の商圏の砿保に亜

要な役割を果たした。

だが近年これらの商店街の顧客が減少するだけ

でなく、その周辺や津駅、津新町駅では大型店の

閉鎖や移転が相次いでいる。一方で中心部を離れ

た津市を南北に貫く国通23号線沿や、津新町西側

の国道163号線沿などに数多くの新たな中小小売

店、専門店、大型店が立地するようになった。特

にその築積は国道23号線沿の津市の南部で顕著で
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ある。このような津市の商業を取りまく理境の変

化の要因としては、家庭での自動車の普及による

消費者の行動範囲の拡大、商粟施設の駐車喝用地

の硫保の容易さ、住宅地の郊外への分散などがあ

げられる。

さらに近年津市の商業を取りまく環塊には新た

な変化が生じてきている。この変化を見るために

三Ⅲ県により実施された昭和52年、昭和62年、平

成8年の回物傾向調盃（商圏調査）報告鋤から作

成した識を示す。この淡は津市への市町村別の買

物客の流入率であり、津市については地元朗入率

である。

津市では市内で買物が行われる比率はほぼ95％

以上であり、大部分市内で買物が行われ、市外へ

はほとんど流出していない。他方周辺市町村の津

市への流入率は河芸町、美里村、安溌町、関町で



津市への市町村別買物客流入率(％）

昭和51年昭和61年平成7年

津市93．0 9 5 ． 4 9 2 ． 3

鈴鹿市0．70．80．7

関町8．810．53．8

m山市201．43．6

河芸町44．730．024．7

芸漉町50．341．940．6

美里村82．371．560.8

安濃町85．380．377.4

久居市25．426．017．4

番良洲町64.158．762．2

－志町40．942．933．4

白山町34．534．025．8

嫡野町9．7 2 7 ． 0 2 0 ． 3

美杉村14．124．222．2

三鯉町16．138．733．3

松阪市0．50．31．9

出所）三Ⅲ県『買物傾向調査(商圏調査

報告香、昭和52年1月、昭和62年3

平成8年3月』より作成

は昭和51年、昭和61年、平成7年と減少し続けて

おり、また昭和61年から平成7年にかけては亀山

市と香良洲町を除いて減少している。

このように周辺市町村から津市への買物客の流

入率は近年減少の傾向にあるが、同様に三亜県に

よる昭和52年、昭和62年、平成8年の買物傾向調

査（商圏閏査）報告密を見ることにより、この流

人率の減少の要因を述べてみることにする。まず

津市への流入率の減少が顕著な、津市と鈴鹿市の

中間に位随する河芸町の鈴鹿市への流出率を見る

と、昭和51年19.5％、昭和61年25.5％、平成7年

45.1％と節1番目の流出先が平成7年には津市か

ら鈴鹿市へと変わっている。津市の南西部に隣接

する美里村ではなお津市への流出率が股も大きい

が久居市への流出率は昭和51年に0.4％にすぎな

かったものが、昭和61年には16.5％、平成7年に

は27.9％と地加している､､久居市の南西に位置す

る白山町や一志町でも昭和61年から平成7年にか

けて津市への流出率が減少し、かわって久居市へ

の流出率が灘市を上回るようになった。

買物傾向調査報告密の結果から、津市への周辺

市町村からの流入率の減少は、四日市市や松阪市

との関係はあまりばく、鈴鹿市や久居市などとの

関係が強い。このような現象が生じているのは、

近年四日市市では三亜県でも最大規模の大型の百

貨店やシ函ツピングセンターが開店しているが、

津市周辺の市町村から土、日曜日に家族で自動車
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で買物に行くには距離が遠いことによる。また松

阪市については近年まで広い駐車喝を持った郊外

型の大型の商業施設の立地が遅れ、津市と松阪市

の間に位置する周辺市町村の自動車を利用する買

物客には利便性があまりよくなかったことによる。

他方鈴鹿市については近年大型のショッピング

センターの開店や畑床が相次いで行われている。

このことにより津市内から買物客が鈴鹿市に流出

するほどではないが、鈴鹿市に近い河芸町や関町

などでは津市に流入していた貿物客がかなり鈴鹿

市に流入している。

また久居市では平成4年4月に店舗面積13,800

平方メートルの大型のショッピングセンターが久

居市の市街地から国通165号線沿に移転し規模を

拡大して開店した。この開店により久居市での地

元剛人率が瑚加するだけでなく、白山町や一志町

などでも久居市を越え津市に流入していた多くの

買物客が久居市のこの大型のシ画ツピングセンター

で買物を済ませている。

さらに平成7年の8月から9月にかけて三m県

による買物傾向鯛査が行われた後、鈴鹿市では平

成8年11月に店舗面積46,000平方メートルの津市

にはない規模の大型のシヮッピングセンターが開

店した。この店飾には津市からも多数の買物客が

行っているものと思われる。河芸町では平成7年

12月に店舗面積5,717平方メートルのスーパーが

開店し、平成10年7月には店舗面W15,771平方メー

トルのスーパーの開店が予定されている。津市の

西の芸漉町では平成8年12月に店舗面積9.398平

方メートルのショッピングセンターが咽山市から

移転し、規模を拡大して開店した。津市の南の三

雲町では平成11年3月に抑市にはない店舗而穣33,

000平方メートルの大型のショッピングセンター

が津市の市街地より移転し開店の予定となってい

る。さらに嫡野町と関町でも現在店舗面積は審鍍

中で届け入れの段階ではあるが、それぞれ16,400

平方メートルと10,325平方メートルのショッピン

グセンターの開店が予定されている。

鈴鹿市や松阪市とは異なり、河芸町、芸溌町、

三雲町、姻野町、関町などは津市の郊外にあり、

大型店がなく津市の商圏となっていた地域であっ

たが、近年ではショッピングセンターやスーパー

などの開店やその予定が相次いでいる。このこと

から津市の商圏がほぼ津市内に限定される可能性

があり、三雲町で開店が予定されているショッピ

ングセンターについては泳市の南部の買物客を奪

う形になるものと予想される。



〔受 入 図書一覧〕

本研究室で平成9年2月以降に受け入れた図書は次のとおりです。

津市の緑化津 市 （ 建 設 部 都 市 計 画 課 ）

伊倉津地先埋めたてに伴う。泥砂の移動報告香・

伊勢湾中南勢地区海洋調査報告書・相川河口調査

報告密三亜県・鋤日本気象協会東海本部

城下町猛山の町民とくらし田中善男

日本の産藁遺産 3 0 0 選 1 産 業 考 古 学 会

日本の産業適産 3 0 0 選 2 産 業 考 古 学 会

日本の産業過 産300週3産業考古学会

産業櫛造 入門小野五郎

フランスの街 づくり・国づくり辻原俊博

アグリデザイン村井邦彦

平成7年度市町村財政の概要

三亜県企両握興部市町村課

平成7年度市町村財政の概要（団体別個表〉

三重県企両据興部市町村課

津市の思出堀川美哉

平成7年度地方公営企業決算概況

三亜県企画侭興部市町村課

まちづくり人間ネットワーク図鑑

地域活性化センター

国民生活白密平成8年版経済企画庁

運輸白智平成8年版運輸省

宵少年白僻平成8年版総務庁青少年対箪本部

我が国の文教施箪平成8年版文部省

社会桐祉の動向’96厚生省計今謹

行政機柳図平成9年版総務庁行政管理局

データでみる県勢1997矢野恒太記念全

大蔵要覧平成9年版大蔵要覧膿賑計

社 会 生 活 統 計指標1997総務庁統計局

日本子ども資料年艦第5巻日本総合愛育研究所

地方交付税制度解説平成8年度

地方交付税制度研究会

文部法令要覧平成9年度

文部省大臣官房総務課

地方教育拠調査報告番平成6会計年度文部省

保険と年金の動向1996厚生統計協会

行政投貿平成8年版自治大臣官房地域政策室

伊勢年鑑1997年版伊勢新聞社

地方価統計年報平成8年版

自治省財政局地方債課

日本経済の現況1997年版経済企画庁

日本都市年鑑 平成8年版全国市長会

地 方 自 治 年 鑑1996年版自治研修惚会
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類似団体別市町村財政指数表平成9年

地方財政調査研究所

市町村別決算状況鯛平成7年度

地方財政調査研究所

公共施設状況関平成8年度

地方財政調査研究所

働く女性の実冊平成8年版

労働省闘人局

総務庁年次報告轡平成8年版総務庁

ジェトロ白密貿易縞平成8年版

日本貿易振興会

ジェトロ白密投資縄1997年版

日本貿易振興会

環境白寄三通県版三m県

イタリア型中小企業に関する鯛査研究

側中小企業総合研究機柵

中小企業の国際化戦略の実態に関する研究

側中小企業総合研究槻栂

立正大学地域研究センター年報第20号

立正大学地域研究センター

兵皿の環境兵皿県生活文化部

明石の環境平成8年版

明石市環境部現境保全課

環境耶業概要平成8年版明石引澗ﾖ塊部

パック・トゥ・ザ・地球一リサイクルガイドブッ

クinあかし一明石市環境部

編集後記

平成8年2月12日に数多くの歴史小説を轡

かれ、独自の史観を形成された司馬遼太郎氏

が死去された。わが国の多くの銃者と同棟、

私も時間が肝される範囲で非術に院替を楽し

ませていただき、今後司馬遼太郎氏の新たな

智物に目を通すことができないのは銭に残念

である。司馬遼太郎氏の小説には過去の人々

だけでなく、過去のわが国の地域文化を現代

の人々にわかりやすく愛愉をこめてよみがえ

らせてくれる所があった。司鳩遼太郎氏と同

棟にこの地研通信により地域の文化を大切に

していきたいものである。H､M、


